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１ 予算編成について 

令和５年度の予算編成では、社会保障関係費の増加や国際的な原材料価格の上昇、

円安の影響等による光熱費等の増加が見込まれる中、公共施設等の老朽化対策に係る

経費を適切に見込む必要がありました。 

一方で、自主財源の柱となる町税のうち、固定資産税は前年度の償却資産分の伸長

等を勘案し増額を見込みましたが、町民税は生産年齢人口の減少の影響等により新型

コロナウイルス感染症の感染拡大前からの減少傾向は変わらず、限られた財源の中で

の厳しい予算編成となりました。 

こうした状況の中でも、「小川町第５次総合振興計画後期基本計画」及び「第２期

小川町まち・ひと・しごと創生総合戦略」の着実な推進を図るため、令和５年度予算

編成に向けての重点施策を定めました。 

 

≪令和５年度予算 ３つのまちづくり≫ 

１ 元気に暮らせる、安心して暮らせるまちづくり 

⑴ 未来の子どもたちが暮らしやすい小川町に 

⑵ 学校再編の推進 

⑶ 暮らしやすいまちづくりの推進 

⑷ 防災・減災の推進 

２ 知りたい・行きたい・関わりたいまちづくり 

⑴ 道の駅リニューアルを核とした町の魅力向上 

⑵ 関係人口の創出・拡大 

⑶ 企業誘致・連携、多様な働き方の支援 

３ 持続可能なまちづくり 

⑴ 学校再編と道の駅リニューアルに向けた財源確保と歳出抑制 
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２ 予算規模 

（１）一般会計予算規模 

 

一般会計予算規模    ９６億９，０００万円 
         （前年度比 ＋３億１，２００万円） 
一般会計の予算規模は、新型コロナウイルスワクチン接種事業費の皆減や町債元

金償還費の減少などを見込む一方で、照明灯 LED化事業費（道路分・公園分）の皆

増や地域活性化拠点整備事業費などの増加を見込んだことから、全体としては前年

度比＋３．３％、３億１，２００万円増の総額９６億９，０００万円となりました。 

 

 

【主な増減内容】 

増 〇照明灯 LED化事業費（道路分・公園分）    （＋１億６，３６９万円） 

○橋りょう維持事業費             （＋１億１，５７０万円） 

○地域活性化拠点整備事業費（前年度：観光拠点整備事業費） 

                         （＋８，７８３万円） 

〇まちのキャンパス_HIGASHI_OGAWA推進事業費 

（前年度：東小川住宅地内学校跡地利活用推進事業費）（＋６，３３７万円） 

○学校給食センター管理運営費           （＋４，１７４万円） 

（単位：億円）
年度 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04 R05

予算規模 97.9 90.9 90.6 88.6 89.1 88.4 92.4 90.3 93.8 96.9
町税 37.8 36.4 35.9 36.2 36.0 35.5 35.4 33.5 34.3 35.5

町税の割合 39% 40% 40% 41% 40% 40% 38% 37% 37% 37%
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減 ○新型コロナウイルスワクチン接種事業費      （▲７，８８９万円） 

○埼玉伝統工芸会館運営費             （▲４，２８３万円） 

○町債元金償還費                 （▲４，１７２万円） 

○塵芥処理事業費                 （▲２，１６３万円） 

○小川町長選挙・小川町議会議員補欠選挙費     （▲２，０５１万円） 

 

（２）特別会計別予算規模 

小川町の一般会計と３つの特別会計を合わせた小川町の全体の予算規模は、総計で

１６７億５，７３２万円となりました。 

特別会計別の予算規模は以下のとおりです。 

 

【各特別会計予算の内容】 

国民健康保険特別会計 

予算額は、３５億６，９３０万円で、前年度比＋１．３％、４，５８８万円の増と

なりました。被保険者数は減少傾向にありますが、一人当たりの医療費は増加傾向に

あることから、歳入では県支出金の保険給付費等交付金などの増加を見込みました。 

 一方、歳出においても保険給付費などの増加を見込むとともに、国民健康保険事業

費納付金の増加も見込まれることから、全体の予算額として対前年度比で増加となり

ました。 

後期高齢者医療特別会計 

 予算額は、４億９，８９８万円で、前年度比＋９．８％、４，４７０万円の増とな

りました。被保険者数の増加等により、歳入では保険料の増加を見込むとともに、歳

出では、埼玉県後期高齢者医療広域連合納付金の増加を見込んでいます。 

  

会　　計 令和４年度 令和５年度 増減

一般会計 93億7,800万円 96億9,000万円 ＋3億1,200万円

国民健康保険特別会計 35億2,342万円 35億6,930万円 ＋4,588万円

後期高齢者医療特別会計 4億5,428万円 4億9,898万円 ＋4,470万円

介護保険特別会計 29億6,529万円 29億9,904万円 ＋3,375万円

総　　　計 163億2,099万円 167億5,732万円 ＋4億3,633万円
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介護保険特別会計 

予算額は、２９億９，９０４万円で、前年度比＋１．１％、３，３７５万円の増

となりました。歳入については、被保険者数が増加傾向にあることから、保険料の

増加を見込みました。歳出については、令和４年度の実績に基づき、居宅介護サー

ビス給付費等の増加を見込み、保険給付費全体は増加となりました。また、地域支

援事業費については、高齢者の支援体制の充実を図るため、包括的支援事業費等を

増額しました。 

（３）水道事業会計予算規模 

業務予定量は、給水件数１３，４００件、年間総給水量３，１３２，０００立方メ

ートル、１日平均給水量は８，５５７立方メートルとしました。 

 収益的収入は、水道事業収益６億８７万円で、主なものは給水収益を４億９，４７

２万円と見込みました。収益的支出は、水道事業費用６億１，５８２万円で、主なも

のは原水及び浄水費内の受水費を９，２７１万円と見込みました。 

 資本的収入は６４４万円と見込みました。資本的支出は２億２７９万円で、配水施

設増改良費を１億４，４５２万円と見込み、主なものは木部地内の配水管更新工事、

腰越地内の配水本管更新工事などの管路工事、西古里地内の配水管更新工事に伴う舗

装復旧工事のほか、青山浄水場の無停電電源装置蓄電池、増尾取水場の高感度濁度計、

竹沢増圧場の圧力タンク等をそれぞれ更新する予定です。 

 資本的収入から資本的支出を差し引いた１億９，６３５万円の不足額は、減債積立

金４，４１３万円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１，２７１万円

及び過年度分損益勘定留保資金１億３，９５１万円で補填する予定です。 

区 分 令和４年度 令和５年度 増 減 

収益的収入 ６億２，３５３万円 ６億８７万円 ▲２，２６６万円 

収益的支出 ６億３，１１３万円 ６億１，５８２万円 ▲１，５３１万円 

資本的収入 １，９２５万円 ６４４万円 ▲１，２８１万円 

資本的支出 ３億４，２１６万円 ２億２７９万円 ▲１３，９３７万円 

 

（４）下水道事業会計予算規模 

下水道事業会計予算は、公共下水道事業、農業集落排水事業及び公共浄化槽事業を

１つの会計として計上しています。 

それぞれの業務予定量は、公共下水道事業として処理戸数６，２００戸、年間有収

水量１，４５０，０００立方メートル、１日平均有収水量３，９６１立方メートル、

農業集落排水事業として処理戸数４９５戸、年間有収水量１４５，０００立方メート

ル、１日平均有収水量３９６立方メートル、公共浄化槽事業として処理戸数６０戸、

年間有収水量１５，０００立方メートル、１日平均有収水量４０立方メートルとしま

した。 
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 収益的収入は、事業収益７億１，３１３万円で、主なものは公共下水道、農業集落

排水施設及び公共浄化槽使用料を２億３，９５６万円、一般会計負担金及び補助金を

２億５，５２９万円と見込みました。収益的支出は、事業費用６億９，５１０万円で、

主なものは流域下水道維持管理負担金を１億５，２００万円と見込みました。 

 資本的収入は５億５，０１７万円で、主なものは事業費に伴う国県補助金を１億６，

８９９万円、企業債を３億４，９８０万円と見込みました。資本的支出は７億８，１

６４万円で、主なものは公共下水道事業として腰越・増尾、角山地内の面整備及び腰

越・靭負地内の舗装復旧工事、靭負・木部地内の管渠整備工事、農業集落排水事業と

して処理場統合関連工事、公共浄化槽新規設置工事５０基を見込みました。 

 資本的収入から資本的支出を差し引いた２億３，１４８万円の不足額は、減債積立

金１，１５３万円、消費税及び地方消費税資本的収支調整額１，９５１万円、損益勘

定留保資金２億４４万円で補填する予定です。 

区 分 令和４年度 令和５年度 増 減 

収益的収入 ７億２，２８６万円 ７億１，３１３万円 ▲９７３万円 

収益的支出 ６億９，０９７万円 ６億９，５１０万円 ４１３万円 

資本的収入 ５億９，６３０万円 ５億５，０１７万円 ▲４，６１３万円 

資本的支出 ８億５６３万円 ７億８，１６４万円 ▲２，３９９万円 

 

３ 予算の状況（一般会計） 

（１）歳入の概要 

○ 町税は、固定資産税及び町たばこ税において、前年度の収入実績を勘案し、

増加を見込んだことから、前年度予算額と比べて１億２，０７２万円（３．

５％）の増加となりました。 
 

○ 国庫支出金は、国土強靭化地域計画道路整備（防災・安全）交付金や都市構

造再編集中支援事業費補助金などが増加したものの、新型コロナウイルス感

染症対応地方創生臨時交付金やデジタル田園都市国家構想推進交付金（地方

創生テレワークタイプ）が皆減したことなどにより、前年度予算額と比べて

１億３，０３８万円（１１．１％）の減少となりました。 
 

○ 県支出金は、埼玉版スーパー・シティプロジェクト推進補助金や埼玉県知事

選挙費委託金が皆増となったものの、農村地域防災減災事業補助金やふるさ

と創造資金が減少したことなどにより、前年度予算額と比べて７５２万円

（１．０％）の減少となりました。 
 

○ 繰入金は、財政調整基金からの繰入金が増加したことから前年度予算額と比

べて６８２万円（１．７％）の増加となりました。 
 

○ 町債は、国通知等を参考に臨時財政対策債の減少を見込んだものの、地域活
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性化拠点整備事業債や道路照明灯 LED化事業債が皆増となったことなどによ

り、前年度予算額と比べて２億９，００７万円（６０．１％）の増加となり

ました。 

 

 

  

（単位：千円・％）

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率

町 税 3,432,474 36.6% 3,553,193 36.7% 120,719 3.5%

地 方 譲 与 税 112,924 1.2% 107,524 1.1% ▲ 5,400 ▲4.8%

交 付 金 747,232 8.0% 760,700 7.9% 13,468 1.8%

地 方 特 例 交 付 金 13,201 0.1% 11,101 0.1% ▲ 2,100 ▲15.9%

地 方 交 付 税 1,970,000 21.0% 1,990,000 20.5% 20,000 1.0%

国 庫 支 出 金 1,179,512 12.6% 1,049,135 10.8% ▲ 130,377 ▲11.1%

県 支 出 金 749,504 8.0% 741,981 7.7% ▲ 7,523 ▲1.0%

財 産 収 入 30,351 0.3% 26,702 0.3% ▲ 3,649 ▲12.0%

繰 入 金 400,184 4.3% 407,001 4.2% 6,817 1.7%

町 債 482,578 5.1% 772,648 8.0% 290,070 60.1%

そ の 他 260,040 2.8% 270,015 2.8% 9,975 3.8%

合 計 9,378,000 9,690,000 312,000 3.3%

区分
令和４年度 令和５年度 増減

※構成比は、端数処理のため、合計が100％にならない場合があります。
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【地方消費税引上げ分及び都市計画税の使途明確化について】 

地方消費税引上げ分 

地方消費税交付金の増収分については、その使途を明確化し、社会保障施策に要す

る経費に充てるものとされています。 

 令和５年度小川町一般会計予算における社会保障施策経費への充当状況について

は、以下のとおりです。 

（歳入） 

 地方消費税交付金（社会保障財源化分）   ３４０，０００千円 

（歳出） 

 交付金が充てられる社会保障施策経費  １，４９８，７９７千円 

  

（単位：千円）

707,141合計 1,498,797 422,761 0 28,895 340,000

44,192

小計 65,440 0 0 0 21,248 44,192

554,208

374,344

保
健
衛
生

予防接種事業 65,440 21,248

小計 993,993 173,318 0 0 266,467

121,547 252,797

後期高齢者医
療事業

467,279 71,249 267,442

108,741

社
会
保
険

国民健康保険
事業

152,370 102,069 16,332 33,969

介護保険事業

小計 439,364 249,443 0 28,895 52,285

128,588

17,764 36,945

障害者医療費
助成

48,154 24,000 7,843 16,311

こども医療費
支給事業費

59,129 4,420

社
会
福
祉

子どものための
教育・保育給付

事業費

子育てのための
施設等利用給付

事業費
30,072

302,009 198,471

事業名 経費

財源内訳

特定財源 一般財源

国（県）
支出金

町債 その他
引き上げ分の地方消

費税（社会保障財源分

の市町村交付金）
その他

5,078

28,895

22,552

24,236

2,442

50,407
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都市計画税 

 都市計画税は、都市計画事業又は土地区画整理事業に要する経費に充てるために課

税する目的税です。 

 令和５年度小川町一般会計予算における都市計画税の充当状況については、以下の

とおりです。 

 

（歳入） 

 都市計画税         １３３，３９３千円 

（歳出） 

 都市計画税を充当する経費  ２１２，９３５千円 

 

 

（２）歳出の概要 

○ 総務費については、道路等インフラ整備工事の実施に伴うまちのキャンパ

ス_HIGASHI_OGAWA推進事業費（前年度：東小川住宅地内学校跡地利活用推

進事業費）の増加や小川町議会議員一般選挙費・埼玉県知事選挙費の皆増な

どを見込んだことから、前年度予算額と比べて１億２，６５０万円（１０．

０％）の増加となりました。 

 

  

（単位：千円）

合計 212,935 0 0 2,400 133,393 77,142

土
地
区
画

整
理
事
業

73,004

6,009 3,4749,483 0 0 0

0199,241 0 126,2370

事業名 経費

財　源　内　訳

国　庫
支出金

県支出金 その他
都　市

計画税

差　引
一般財源

都
市
計
画
事
業

環状１号線
整備事業

負担金

地方債
償還額

下水道整備
事業

4,138

664

2,400 7,156

0 2,400 1,1474,211 0

13,694 0 0
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○ 民生費については、今年度から対象年齢を１８歳の年度末まで拡大するこ

ども医療費支給事業費の増加を見込んだ一方で、介護給付・訓練等給付費支

給事業費の支給実績を勘案し減少を見込んだことから、前年度予算額と比べ

て５，２２５万円（１．５％）の減少となりました。 

 

○ 衛生費については、出産・子育て応援事業費の皆増やし尿処理事業費の増

加を見込んだ一方で、新型コロナウイルスワクチン接種事業費が皆減したこ

となどから、前年度予算額と比べて８，８８９万円（９．０％）の減少とな

りました。 

 

○ 農林水産業費については、ため池整備計画等策定委託料の減少により土地改

良事業費が減少した一方で、赤木七重線法面、古寺線橋りょう修繕等の実施

に伴い森林基盤整備事業費が増加したことなどにより、前年度予算額と比べ

て２，７８３万円（１１．１％）の増加となりました。 

 

○ 商工費については、埼玉伝統工芸会館（道の駅おがわまち）の休館により埼

玉伝統工芸会館運営費が減少した一方で、リニューアル工事の実施に伴う地

域活性化拠点整備事業費（前年度：観光拠点整備事業費）の増加や特産物販 

売所の運営経費等を計上した魅力発信拠点運営費が増加したことなどにより、 

前年度予算額と比べて５，２５４万円（１８．６％）の増加となりました。 

 

○ 土木費については、道路照明灯や公園園内灯の LED化を実施する照明灯 LED

化事業費（道路分・公園分）の皆増や橋りょう維持事業費が増加したことな

どにより、前年度予算額と比べて２億７，２２８万円（３３．５％）の増加

となりました。 

 

○ 消防費については、安心して過ごせる避難所等運営事業費の皆減や常備消防

費が減少したことなどから、前年度予算額と比べて１，６３０万円（３．１％）

の減少となりました。 

 

○ 教育費については、小学校営繕費などが減少した一方で、焼物機、揚物機等

を更新するための備品購入費用を計上した学校給食センター管理運営費が

増加したこと、光熱水費の増加を見込んだ図書館管理運営費が増加したこと

などにより、前年度予算額と比べて３，１３９万円（３．８％）の増加とな

りました。 

 

○ 公債費については、町債の元金償還の減少を見込んだことから、前年度予算

額と比べて４，１８２万円（４．７％）の減少となりました。 
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（３）基金と町債 

≪基金≫ 

町の蓄えである基金のうち、年度間の財源の不均衡や予期しない収入減に備える

ために積み立てている財政調整基金残高の推移を表したものです。 

令和４年度末の基金残高は、令和３年度決算において３．９億円の直積みを行っ

たことなどにより前年度比１．０億円増の１２．７億円となる見込みです。令和５

年度予算編成では、財源不足を補填するため、令和４年度末の残高見込みである１

２．７億円のうち、３．９億円を取り崩して歳出の財源に充当しています。 

 

歳出款別（目的別）予算 （単位：千円・％）

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 増減率
議 会 費 119,431 1.3% 120,147 1.2% 716 0.6%

総 務 費 1,270,080 13.5% 1,396,581 14.4% 126,501 10.0%

民 生 費 3,391,383 36.2% 3,339,132 34.5% ▲ 52,251 ▲1.5%

衛 生 費 986,816 10.5% 897,923 9.3% ▲ 88,893 ▲9.0%

労 働 費 294 0.0% 301 0.0% 7 2.4%

農 林 水 産 業 費 250,855 2.7% 278,684 2.9% 27,829 11.1%

商 工 費 281,908 3.0% 334,447 3.5% 52,539 18.6%

土 木 費 812,517 8.7% 1,084,800 11.2% 272,283 33.5%

消 防 費 528,241 5.6% 511,939 5.3% ▲ 16,302 ▲3.1%

教 育 費 821,679 8.8% 853,069 8.8% 31,390 3.8%

災 害 復 旧 費 11 0.0% 13 0.0% 2 18.2%

公 債 費 894,785 9.5% 852,964 8.8% ▲ 41,821 ▲4.7%

予 備 費 20,000 0.2% 20,000 0.2% 0 0.0%

合 計 9,378,000 9,690,000 312,000 3.3%

区分
令和４年度 令和５年度 増減

※構成比は、端数処理のため、合計が100％にならない場合があります。
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≪地方債≫ 

一般会計の借入れである地方債残高の推移を表したものです。地方交付税の代替

として国が発行を認めている臨時財政対策債の残高は令和４年度末では前年度比

で減少する見込みですが、地方債全体の６３．３％を占めている状況です。臨時財

政対策債以外の地方債は、大型建設事業を複数実施した平成２６年度末に一時的に

残高が増額したものの、それ以降は新たに発行する地方債よりも償還額の方が上回

っているため、減少傾向にあります。 

 

 



（単位：千円）

１　元気に暮らせる、安心して暮らせるまちづくり

⑴　未来の子どもたちが暮らしやすい小川町に 162,037

⑵　学校再編の推進 50,094

⑶　暮らしやすいまちづくりの推進 478,277

⑷　防災・減災の推進 410,836

２　知りたい・行きたい・関わりたいまちづくり 265,645

⑴　道の駅リニューアルを核とした町の魅力向上 227,992

⑵　関係人口の創出・拡大 18,969

⑶　企業誘致・連携、多様な働き方の支援 18,684

３　持続可能なまちづくり

⑴　学校再編と道の駅リニューアルに向けた財源確保と歳出抑制

取組のための経費合計

４　町予算の３つのまちづくり（一般会計）

1,101,244

1,366,889
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１　元気に暮らせる、安心して暮らせるまちづくり

⑴　未来の子どもたちが暮らしやすい小川町に 162,037

新規事業 24,663

町立保育園環境改善工事 子育て支援課 1,901

・大河保育園２歳児室エアコン更新等

出産・子育て応援事業 子育て支援課 14,607

・妊娠から子育てまで寄り添った相談支援と応援金の支給を一体的に実施

放課後児童支援員等処遇改善等事業費補助金（月額賃金改善分）学校教育課 4,053

・学童クラブ支援員等の月額賃金等改善のための補助

小中学校GIGAスクールネットワーク環境構築費 学校教育課 2,530

・小中学校でタブレット端末等を使った学力調査実施に向けた環境調査

小中学校学力検査 学校教育課 1,572

・小中学校の全学年で学力検査を実施

継続事業 137,374

小児初期救急医療運営事業費 健康福祉課 24,687

・平日夜間の子どもの一次救急医療を行うための経費

病院群輪番制病院運営事業負担金 健康福祉課 4,653

・輪番制による休日・夜間の二次救急医療を行うための負担金

こども医療費支給事業 子育て支援課 59,129

・４月から対象年齢を１８歳の年度末まで拡大

病児保育事業 子育て支援課 7,043

・病児・病後児保育を実施する民間保育所に補助金を交付

いきいき子育て支援事業（子育て支援金） 子育て支援課 2,900

・小学校入学にあたり、就学支援助成金として地域通貨券25,000円/人を支給

多子世帯保育料等軽減事業 子育て支援課 7,108

・第3子以降の保育料無償化

多子世帯副食費給付費（町独自支援分） 子育て支援課 216

・新制度未移行幼稚園における第3子以降の副食費を免除（国基準以外）

新生児聴覚検査事業 子育て支援課 270

・新生児を対象とした聴覚検査の実施

産婦健康診査事業 子育て支援課 490

・産婦健診の実施により、ケアが必要な産婦を早期に支援

子宮頸がんワクチンキャッチアップ接種 子育て支援課 3,700

・子宮頸がんワクチンのキャッチアップ接種を実施

医療的ケア児保育支援事業 子育て支援課 2,604

・医療的ケアが必要な園児の支援体制整備

子ども家庭総合支援センター事業 子育て支援課 3,761

・子どもとその家庭、妊産婦を対象に、相談対応、調査、継続支援等の実施

　（臨床心理士の専門的助言による機能強化を追加）

出産支援事業 子育て支援課 485

・不妊検査・不妊治療等の費用を助成

1,101,244
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結婚応援事業 にぎわい創出課 3,000

・結婚して小川町で暮らす世帯の新生活に係る費用を支援

放課後子供教室事業 学校教育課 8,146

・小学生が放課後に安心して安全に活動できる場所と体験活動の機会を提供

外国人児童生徒等学習支援員報償費 学校教育課 120

・日本語の習得が不十分なため支援が必要な外国籍等の児童生徒に対する支援

校務支援システム使用料 学校教育課 3,944

・校務支援システムの活用により、教員の負担軽減と教育の質の向上

地域学（おがわ学）構築推進事業 学校教育課 2,019

・町内の小・中・高校生が地域への参画と課題解決に取り組む事業

おがわん野菜購入補助金 学校教育課 300

・おがわん野菜を学校給食に提供するため、食材費の差額を補助

いきいき子育て支援事業（第3子以降給食費無償化） 学校教育課 2,799

・第3子以降の小中学生の給食費を無償化

⑵　学校再編の推進 50,094

新規事業 41,300

給食センター調理器購入費 学校教育課 41,300

・焼物機、揚物機等を更新

継続事業 8,794

学校統合準備委員会委員報償費 学校教育課 140

・西中学校と欅台中学校の統合に向けた準備委員会の開催

スクールバス運行事業 学校教育課 8,654

・旧東小川小学校区の児童の通学のためスクールバスを運行

⑶　暮らしやすいまちづくりの推進 478,277

新規事業 168,508

犯罪被害者等見舞金 防災地域支援課 科目設定

・犯罪被害者又はその遺族への支援として見舞金を支給

高齢者自動車等運転免許自主返納促進補助金 防災地域支援課 100

・自動車運転免許等を返納した70歳以上の高齢者へのバス定期券の購入費の一部を補助

成人歯科検診 健康福祉課 139

・成人歯科検診の実施

働き世代への検診受診率向上事業（インセンティブ事業） 健康福祉課 252

・40歳代の働き世代のがん検診等の受診率向上を目指し、受診者に抽選で地域通貨券を付与

ゼロカーボンシティ啓発事業 環境農林課 500

・ゼロカーボンシティの実現に向け、ライフスタイルの転換や意識の醸成に向けた啓発事業

地域脱炭素移行・再エネ推進交付金事業計画策定 環境農林課 1,943

・地域脱炭素移行・再エネ推進交付金採択に向けた計画策定支援業務委託他

道路照明灯LED化事業 建設課 130,620

公園園内灯LED化事業 都市政策課 33,070

・照明灯、園内灯のLED化により、省エネ、脱炭素を実現
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都市対抗野球応援 生涯学習課 1,127

・都市対抗野球応援のためバス借上料等の経費

比企広域電子図書館サービス 生涯学習課 757

・スマホなどで本が借りられる電子図書館サービス

継続事業 309,769

まちのキャンパス_HIGASHI_OGAWA推進事業 政策推進課 222,398

・住宅団地再生に向けた官民連携による学校跡地利活用推進事業

コミュニティづくり推進事業 防災地域支援課 5,663

・花いっぱい運動や各行政区のコミュニティ施設の整備を支援

高齢者保健・介護予防一体的推進事業 町民課 9,674

・高齢者の集いの場を中心としたフレイル対策や生活習慣病予防

地域福祉委員配置事業補助金 健康福祉課 960

・地域福祉委員のための経費を社会福祉協議会に補助

公共施設AED設置事業 健康福祉課 800

・公共施設にAEDを設置

ゼロカーボンシティ推進補助金 環境農林課 1,800

・地球温暖化防止に資する設備等を導入する家庭に対する補助制度

木質バイオマス利活用促進事業 環境農林課 2,000

・山の担い手育成のためのワークショップを開催

ごみ減量化対策事業 環境農林課 2,428

・資源回収団体への支援等を実施し、ごみを減量化

森林経営管理事業（森林環境譲与税活用事業） 環境農林課 9,692

・山林の適切な保全・活用の推進と地元木材を活用した啓発事業を実施

路線バス運行事業 都市政策課 7,610

・路線バス運行経費に対する補助

デマンドタクシー運行事業 都市政策課 36,524

・デマンドタクシー運行のための費用

シルバー人材センター補助金 長生き支援課 9,900

・元気に働くシルバー世代を支援

健康増進教室講師謝礼 長生き支援課 320

・健康で長生き、健康増進教室の開催

⑷　防災・減災の推進 410,836

新規事業 3,787

観正寺堰修繕事業 環境農林課 3,787

・観正寺堰の修繕による農業用水の確保

継続事業 407,049

防災拠点施設公衆無線LAN環境運用事業 政策推進課 1,429

・災害時の備えと平常時の利便性向上のため公共施設7箇所に整備した公衆無線LANの運営費

無線機使用料（IP無線機） 防災地域支援課 882

・災害時の通信手段確保のためのIP無線機使用料
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消防団員準中型免許取得費補助金 防災地域支援課 190

・消防車両の運転に必要となる準中型免許取得に対する補助

災害備蓄物資購入費 防災地域支援課 4,100

・災害用備蓄物資の購入

防災対策(家具固定)補助金 防災地域支援課 65

・家具転倒防止器具の設置や購入に対して支援

自主防災組織資機材整備費補助金 防災地域支援課 892

・自主防災組織に対する防災資機材の購入補助

福祉避難所資機材整備補助金 防災地域支援課 200

・福祉避難所に指定された社会福祉施設に対する防災資機材の購入補助

森林管理道整備事業 環境農林課 43,432

・緊急自然災害防止対策事業債を活用し、赤木七重線法面、古寺線橋りょう修繕等を実施

ため池整備計画等策定委託料 環境農林課 26,600

・防災重点農業用ため池整備のための計画策定等の費用

橋りょう維持事業 建設課 268,000

・橋りょう点検や中央陸橋の耐震工事等の補修工事を実施

舗装修繕工事 建設課 38,277

・１・２級及びバス路線になっている町道の舗装修繕工事

道路施設災害防止対策事業 建設課 9,900

・緊急自然災害防止対策事業債を活用した災害防止対策としての道路施設整備

河川災害防止対策事業 建設課 7,621

・緊急自然災害防止対策事業債を活用した災害防止対策としての河川護岸整備

県施工街路事業負担金（環状一号線） 都市政策課 4,211

・県施工街路事業負担金

住宅耐震改修支援事業 都市政策課 1,250

・一般住宅の耐震診断・耐震補強工事に要した費用を補助
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２　知りたい・行きたい・関わりたいまちづくり 265,645

⑴　道の駅リニューアルを核とした町の魅力向上 227,992

新規事業 152,696

地域活性化拠点整備事業 にぎわい創出課 151,626

・地域活性化の拠点。道の駅の再整備

七夕まつり竹飾りの増設 にぎわい創出課 968

・停車場線に七夕竹飾りを設置するための穴を増設し、七夕まつりの魅力を向上

景観まちづくり推進事業 都市政策課 102

・景観保全の意識醸成のための町歩きを実施

継続事業 75,296

地域おこし協力隊（地域の魅力向上推進員）事業 政策推進課 20,200

・町の魅力の情報発信や移住相談等業務の取組

移住サポートセンター事業 政策推進課 5,457

魅力発信拠点運営費 にぎわい創出課 32,289

地域おこし協力隊（観光推進員）事業 にぎわい創出課 4,330

・駅前「むすびめ（観光案内所・移住サポートセンター）」と特産物販売所の運営等の経費

地域おこし協力隊（地域PR推進員）事業 にぎわい創出課 8,585

・観光資源の掘り起こしや特産振興などの地域課題の解決や地域の活性化のための取組

地域おこし協力隊（農業振興推進員）事業 環境農林課 4,180

・地元農産物の魅力発信と販売促進のための取組

仙元山周辺花のまちづくり事業費 にぎわい創出課 255

・仙元山周辺に花卉を植栽

⑵　関係人口の創出・拡大 18,969

新規事業 15,129

石蔵保存活用協議会補助金 政策推進課 710

・コワーキングロビーNESToを活用した関係人口の創出と多様な働き方の支援

起業・事業承継支援補助金 政策推進課 1,000

・地域おこし協力隊が起業等をする際の支援

ひとづくり×SDGsプロジェクト推進事業 政策推進課 2,219

・地方創生推進交付金を活用し構築した６Ｓプラットホームを活用し、魅力あるまちづくりに資する

 企画・事業へ補助及び小川町情報スモリバの発信

地域活性化起業人負担金 にぎわい創出課 11,200

・専門知識、業務経験を活かして地域課題（和紙の普及啓発）へアプローチ

継続事業 3,840

まちのキャンパス_HIGASHI_OGAWA推進事業費（再掲） 政策推進課 －

・住宅団地再生に向けた官民連携による学校跡地利活用推進事業

若者未来会議 政策推進課 586

・若者の柔軟なアイデアを活かしたまちづくり

クラウドファンディング活用推進事業 政策推進課 321

・クラウドファンディングを活用し、地域おこしを行う個人や団体に対して利用手数料を補助
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情報発信窓口事業 防災地域支援課 1,331

・ヤオコーみどりが丘店の一角に町の情報発信コーナーを設置

地域学（おがわ学）構築推進事業（再掲） 学校教育課 －

・町内の小・中・高校生が地域への参画と課題解決に取り組む事業

小川町通勤者座席指定券購入費補助金 都市政策課 1,602

・TJライナー指定券補助。7,500円/月を上限

⑶　企業誘致・連携、多様な働き方の支援 18,684

新規事業 8,512

石蔵保存活用協議会補助金（再掲） 政策推進課 －

・コワーキングロビーNESToを活用した関係人口の創出と多様な働き方の支援

小川町空き店舗等利活用サポート補助金 にぎわい創出課 2,000

・最大100万円補助。市街化区域の空き店舗等を活用し、賃借で新規出店する個人等を支援

産業用適地選定調査業務 にぎわい創出課 6,512

・町内の企業立地に適した土地の調査

継続事業 10,172

まちのキャンパス_HIGASHI_OGAWA推進事業費（再掲） 政策推進課 －

・住宅団地再生に向けた官民連携による学校跡地利活用推進事業

農業担い手支援事業 環境農林課 3,912

・経営開始後５年間の資金支援や農業の実践研修生への支援

小川町元気な農業応援事業 環境農林課 3,888

・おがわん野菜のプロモーション事業や生産者への支援を実施

空き家対策活用等事業 都市政策課 2,372

・お試し暮らし体験住宅の貸出経費と、契約に至った空き家バンク登録物件の改修費用の補助
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３　持続可能なまちづくり

⑴　学校再編と道の駅リニューアルに向けた財源確保と歳出抑制

ふるさと納税の推進

まちづくり寄附金（歳入） 政策推進課 18,000

地方創生応援税制寄附金（歳入） 政策推進課 3,000

・ふるさと納税及び企業版ふるさと納税の活用による財源確保

有利な地方債の活用（緊急自然災害防止対策事業債）

森林管理道整備事業（再掲） 政策推進課・環境農林課 43,432

・緊急自然災害防止対策事業債を活用し、赤木七重線法面、古寺線橋りょう修繕等を実施

道路施設災害防止対策事業（再掲） 政策推進課・建設課 9,900

・緊急自然災害防止対策事業債を活用した災害防止対策としての道路施設整備

河川災害防止対策事業（再掲） 政策推進課・建設課 7,621

・緊急自然災害防止対策事業債を活用した災害防止対策としての河川護岸整備

スクラップ＆ビルドや財源確保による事業実施

ひとづくり×SDGsプロジェクト推進事業（再掲） 政策推進課 2,219

・地方創生推進交付金を活用し構築した６Ｓプラットホームを活用し、魅力あるまちづくりに資する

 企画・事業へ補助及び小川町情報スモリバの発信

・事業を整理し、一般財源を縮減

働き世代への検診受診率向上（インセンティブ事業）（再掲） 健康福祉課 252

・40歳代の働き世代のがん検診等の受診率向上を目指し、インセンティブ（地域通貨券）を付与

・コロナ禍で実施に支障が生じた事業の実施方法を整理し、事業経費を確保

小中学校学力検査（再掲） 学校教育課 1,572

・全学年で学力検査を実施

・各学校の管理費（光熱費を除く）の経費の見直しを行い、事業費を確保

※新規事業・継続事業の表記について

　　新規事業：令和4年度当初予算に計上がなく、令和5年度に新たに実施するもの

　　継続事業：令和4年度当初予算に計上しており、令和5年度も継続して実施するもの
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